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令和４年度普通交付税等の決定について 
                                    

 
 

  
 
 

  

 

１ 令和４年度の普通交付税等の額が、次のとおり決定された。 

 

（１）県 分                         （単位：千円、％） 
 

  

区   分 

 

令和４年度 

 

(A) 

 

令和３年度 

（当初算定） 

(B) 

 

増 減 額 

 

(C)＝(A)-(B) 

 

増減率 

 

(C)/(B) 

  

 普通交付税    135,705,112    130,475,623  5,229,489        4.0 

 

 

 臨時財政対策債      7,970,049     35,530,099 ▲27,560,050     ▲77.6 

.9 

 

 

 普通交付税 

 ＋臨時財政対策債 
   143,675,161    166,005,722 ▲22,330,561     ▲13.5 

 

 地方特例交付金        843,655        885,217    ▲41,562      ▲4.7  
 
 

 

（２）市町分                        （単位：千円、％） 
 

  

区   分 

 

令和４年度 

 

(A) 

     

令和３年度 

（当初算定） 

  (B) 

 

増 減 額 

 

(C)＝(A)-(B) 

 

増減率 

 

(C)/(B) 

 

 普通交付税 98,498,380 93,069,286 5,429,094 5.8 

 臨時財政対策債 7,400,076 22,257,118 ▲14,857,042 ▲66.8 

 普通交付税 

 ＋臨時財政対策債 
105,898,456 115,326,404 ▲9,427,948 ▲8.2 

 地方特例交付金 1,265,495 1,267,762 ▲2,267 ▲1.8 

 

 

令和４年７月２６日 

（県分） 財政課長   松本 

外線：076-225-1255（内線：3440） 

（市町分）市町支援課長 山本 

外線：076-225-1280（内線：3540） 
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２ 県 分 

（１）普通交付税 

   ① 令和４年度普通交付税決定額 

                             （単位：千円、％） 

 区     分 令和４年度 令和３年度 増 減 額 増減率  
 
   （当初算定）   

            ａ         ｂ    ｃ＝ａ－ｂ    ｃ／ｂ 

基準財政需要額 A 276,791,347 281,566,797 ▲4,775,450 ▲1.7 

     
 
 

うち臨財債振替額 B 7,970,049 35,530,099 ▲27,560,050 ▲77.6 

     基準財政収入額 C 
 B 

132,893,843  

 

115,391,398  

 

 17,502,445 15.2 
     
          
交付基準額 A-B-C=D 135,927,455 130,645,300 5,282,155 4.0 
          
     
調整額    E 

 D 

222,343 169,677 52,666 31.0 
     
交付決定額 D-E=F 135,705,112 130,475,623 5,229,489 4.0 

実質交付税 F+B=G 143,675,161 166,005,722 ▲22,330,561 ▲13.5 

      

令和４年度の普通交付税は、135,705,112千円であり、令和３年度に比べ5,229,489

千円、4.0％の増となり、基準財政需要額の一部を振り替えた臨時財政対策債を含め

た実質交付税ベースでは143,675,161千円で、令和３年度に比べ22,330,561千円、 

13.5％の減となっている。 

 

基準財政需要額（臨時財政対策債振替前）は、社会保障関係経費の増があるもの

の、地方公務員の給与改定による給与費の減や公債費の減などにより、全体で4,77

5,450千円、1.7％の減となっている。 

 

基準財政収入額は、法人関係税の増などにより、17,502,445千円、15.2％の増と

なった。 

全国伸率 

(交付団体) 

▲1.4 

▲70.6 

17.4 

   2.0 

▲17.3 
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② 今後の交付額 

ア 決 定 額      135,705,112千円 

イ 既 交 付 額       66,738,266千円 

ウ 差引今後交付額          68,966,846千円（９月、11月に各半額） 

 

 

（２） 臨時財政対策債発行可能額                       7,970,049千円 

（令和３年度  35,530,099千円） 

 

 

（３） 地方特例交付金決定額                           843,655千円 

（令和３年度    885,217千円） 
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３ 市町分 
（１）普通交付税 

① 令和４年度普通交付税決定額 

     （単位：千円、％） 

 区     分 令和４年度 令和３年度 

 

 

増 減 額 増減率  
 
  （当初算定）   

            ａ         ｂ    ｃ＝ａ－ｂ    ｃ／ｂ 

基準財政需要額 A 267,404,754 270,492,905 ▲3,088,151 ▲1.1 

     
 
 

うち臨財債振替額 B 7,400,076 22,257,118 ▲14,857,042 ▲66.8 

     基準財政収入額 C 
 B 

161,291,245 154,995,306 6,295,939 4.1 
     
          
交付基準額 A-B-C=D 98,713,433 93,240,481 5,472,952 5.9 
          
     
調整額    E 
 D 

215,053 171,195 43,858 25.6 
     
交付決定額 D-E=F 98,498,380 93,069,286 5,429,094 5.8 

実質交付税 F+B=G 105,898,456 115,326,404 ▲9,427,948 ▲8.2 
 

 

令和４年度の普通交付税（市町分）は、98,498,380千円であり、令和３年度に比べ 

5,429,094千円、5.8％の増となり、基準財政需要額の一部を振り替えた臨時財政対策債

を含めた実質交付税ベースでは105,898,456千円で、令和３年度に比べ9,427,948千円、

8.2％の減となっている。 

 

基準財政需要額（臨時財政対策債振替前）は、道路橋りょう費や農業行政費などの

減により、全体では3,088,151千円、1.1％の減となっている。 

  

基準財政収入額は、市町村民税法人税割や固定資産税（償却資産）の増などにより、

全体では6,295,939千円、4.1％の増となっている。 

 

全国伸率 

(交付団体) 

▲1.0 

▲63.1 

5.0 

   5.4 

▲10.4 
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② 市町ごとの実質交付税額（７ページ参照） 

 ・増加団体  1団体 

 ・減少団体 18団体 

 

③ 今後の交付額 

ア 決 定 額      98,498,380 千円 

イ 既 交 付 額     47,286,420 千円 

ウ 差引今後交付額      51,211,960 千円（９月、11月に各半額） 

 

 

（２） 臨時財政対策債発行可能額                          7,400,076千円 

                                           （令和３年度   22,257,118千円） 

 

 

（３）  地方特例交付金決定額               1,265,495 千円 

                                   （令和３年度   1,267,762 千円） 
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参考 

 

１ 地方特例交付金とは 

国の政策に伴い必要となる地方の一般財源を補塡するもの。 

・個人住民税減収補塡特例交付金 

個人住民税における住宅借入金等特別税額控除（いわゆる住宅ローン減税）の実施

に伴う地方公共団体の減収を補塡するもの（平成20年度～） 

 

２ 臨時財政対策債とは 

国の交付税特別会計の財源不足に対応するため、交付税特別会計借入金方式にかえ

て、特例として地方が発行するいわゆる赤字地方債で、その償還額全額が交付税で措置

されるもの。 



(単位：千円、％)

R４ R３
対前年度
増減率

R４ R３
対前年度
増減率

R４ R３
対前年度
増減率

a b a/b c d c/d e (=a+c) f (=b+d) e/f

金 沢 市 10,445,937 8,450,380 23.6 3,702,029 9,092,666 ▲ 59.3 14,147,966 17,543,046 ▲ 19.4

七 尾 市 8,575,890 8,838,363 ▲ 3.0 231,729 859,237 ▲ 73.0 8,807,619 9,697,600 ▲ 9.2

小 松 市 7,757,293 6,810,714 13.9 633,900 2,257,397 ▲ 71.9 8,391,193 9,068,111 ▲ 7.5

輪 島 市 8,255,200 8,331,827 ▲ 0.9 105,887 406,005 ▲ 73.9 8,361,087 8,737,832 ▲ 4.3

珠 洲 市 4,981,542 5,058,017 ▲ 1.5 63,895 247,079 ▲ 74.1 5,045,437 5,305,096 ▲ 4.9

加 賀 市 7,073,587 6,546,876 8.0 349,727 1,161,483 ▲ 69.9 7,423,314 7,708,359 ▲ 3.7

羽 咋 市 3,729,135 3,697,819 0.8 95,307 358,666 ▲ 73.4 3,824,442 4,056,485 ▲ 5.7

か ほ く 市 5,549,528 5,531,763 0.3 141,906 511,919 ▲ 72.3 5,691,434 6,043,682 ▲ 5.8

白 山 市 9,525,907 8,602,985 10.7 760,536 2,697,125 ▲ 71.8 10,286,443 11,300,110 ▲ 9.0

能 美 市 4,146,996 3,658,411 13.4 299,151 1,011,435 ▲ 70.4 4,446,147 4,669,846 ▲ 4.8

野 々 市 市 1,888,141 1,489,603 26.8 304,604 1,065,925 ▲ 71.4 2,192,745 2,555,528 ▲ 14.2

川 北 町 930,117 552,418 68.4 57,059 163,015 ▲ 65.0 987,176 715,433 38.0

津 幡 町 3,260,147 3,234,317 0.8 146,249 519,548 ▲ 71.9 3,406,396 3,753,865 ▲ 9.3

内 灘 町 2,445,118 2,405,416 1.7 97,008 347,207 ▲ 72.1 2,542,126 2,752,623 ▲ 7.6

志 賀 町 3,152,712 3,134,083 0.6 158,115 610,018 ▲ 74.1 3,310,827 3,744,101 ▲ 11.6

宝 達
志 水 町

2,940,989 2,882,780 2.0 65,069 232,171 ▲ 72.0 3,006,058 3,114,951 ▲ 3.5

中 能 登 町 4,167,731 4,235,148 ▲ 1.6 66,649 253,091 ▲ 73.7 4,234,380 4,488,239 ▲ 5.7

穴 水 町 2,926,818 2,911,726 0.5 41,843 158,376 ▲ 73.6 2,968,661 3,070,102 ▲ 3.3

能 登 町 6,745,592 6,696,640 0.7 79,413 304,755 ▲ 73.9 6,825,005 7,001,395 ▲ 2.5

県 計 98,498,380 93,069,286 5.8 7,400,076 22,257,118 ▲ 66.8 105,898,456 115,326,404 ▲ 8.2

令和４年度　普通交付税＋臨財債発行可能額について

市町名

交 付 税 + 臨 財 債普 通 交 付 税 臨 時 財 政 対 策 債

 ７


	①R4記者発表資料（県・市町）
	②R4交付決定額の状況［記者発表用］

